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要旨：本研究では, ポリマーセメントモルタル (以下, PCM，P/C5%)を対象として, 若材齢期における火災時

爆裂リスクの評価を行った。加熱試験の材齢は 3, 7, 14, 42 日とした。加熱には小型円筒型電気炉を用い，加

熱温度 1050℃一定とした。その結果，PCM は材齢 3，7，14 日では爆裂規模が大きいが，42 日では爆裂規模

が小さくなった。爆裂指標として引張ひずみを算出したところ，材齢の進行に伴い引張ひずみ値は大きくな

った。爆裂速度は，1.07～2.53mm／min の範囲であった。 
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1. はじめに 

 高度経済成長期に建設された鉄筋コンクリート構造物

は、経年劣化を生じている。材料劣化した RC 構造物の

補修には，ポリマーセメントモルタル(PCM)が使われる

ことが多い 1)。しかし，PCM は有機系のポリマーを混入

しているため，高温環境下で爆裂しやすいとの報告があ

る 2)3)。土木構造物の RC 部材は供用中の部材を対象とし

て，補修を実施することが多い。このことは，十分な養

生期間を設けるのが難しいことを意味し，若材齢期から

の耐火性能を評価することが必要であるが，若材齢期に

おける補修材の高温時における爆裂を評価した事例は少

ないのが現状である。本研究グループでは，耐熱性断面

補修材 4)5)および高強度コンクリート 6)の若材齢期におけ

る爆裂リスク，つまり爆裂規模や爆裂までの時間などの

耐爆裂性能の評価を実施しているが PCM については、

報告例が少ないのが現状である。そこで本研究では，

PCM を対象として，リング拘束加熱試験法による若材齢

期の爆裂リスクを評価した。 

 

2. 実験概要 

2.1 配合 

 表-1 に本研究で用いた PCM の配合を示す。PCM は 

W/C が 0.31 とし，セメントは普通セメントを使用した。

ポリマーセメント比 P/C は 5%とし, エチレン酢酸ビニ

ルを使用した。練り混ぜにはパン型ミキサーを用いた。

練り混ぜ後に，練上がり温度とモルタルフロー値を測定

した。その後，後述するリング拘束型枠にモルタルを打

設した。翌日に脱型後、供試体が乾燥しないように封緘

養生を行った。加熱試験の直前に加熱面の表面含水率を

高周波容量式水分計で計測した。各材齢で加熱試験後に，

φ100×L200mm の円柱供試体を用いて圧縮強度と弾性

係数を測定した。練上がり温度は 21℃でモルタルフロー

および単位容積重量はそれぞれ 167×168mm と 2.2g/cm3

であった。 

2.2 リング拘束供試体概要 

 図—1 に本研究で用いたリング拘束供試体概要図を示

す。本試験は，JCI 試験規準コンクリートの爆裂試験法 7)

を参考にして実施した。拘束リングは外径 300mm×高さ

50mm×厚さ 8mm の鋼製リングを用いた。供試体内部に

は, 内部温度測定用 K 型熱電対と水蒸気圧測定用ステン

レスパイプを配置した。リング側面には拘束応力測定の

ためのひずみゲージ（常温用、耐熱温度 80℃）と T 型熱

電対を対極に配置した。ひずみゲージの計測値は 80℃以

下の値を用いた。 配置位置は加熱面から 5, 10, 25, 40mm

とした。加熱試験時には, ステンレスパイプにシリコン

オイルを充填した後に, ステンレスパイプと圧力センサ

ーを接続して水蒸気圧を測定した。なお，本試験法は，

材料の爆裂スクリーニング試験として位置付けている。 

2.3 加熱試験 

図—2に加熱試験の概要図を示す。加熱試験では，小型

円筒型電気炉を用いた。電気炉の開口部に内径 160mm の

保護容器を設置した。炉内の設定温度は 1050℃一定とし

30 分加熱を実施した。加熱温度について，本試験では電

気炉を使用する点から出力がガス炉と比較して小さいた
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W/C P/C kg／m3 

% % W C S Polymer 
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め，加熱方法の検討が必要となった。既往の検討におい

て，1050℃に設定して急速加熱を試みることで，爆裂の

有無を検討できることを確認している 4)。そのため，本

検討でも 1050℃一定加熱を採用した。ただし，爆裂によ

って試験が安全に実施できないと判断した場合，加熱試

験を中止した。試験手順は以下の通りである。①リング

拘束供試体にセットしたパイプにシリコンオイルを充填

する。②炉内温度が 1050℃に達したことを確認する。③

電気炉の上蓋を開けた直後，リング供試体を設置し下面

を炉内開口部にセットした。④加熱中の爆裂音を確認し，

爆裂した時間を記録した。⑤加熱試験終了後，試験体を

十分に冷却した後に爆裂深さを測定した。加熱時材齢は

3，7，14，42 日とした。 

2.4 拘束応力 

 加熱中の PCM に生じる拘束応力を算出した。拘束応

力は，薄肉円筒理論 5)を用いて算出した。加熱面から高

さ方向に設置したひずみゲージの測定値より，拘束応力

を(1)式で算出した。 

 

𝜎௥௘ ൌ 𝜀ఏ・𝐸௦・ 𝑡
𝑅ൗ                    (1) 

 

𝜎௥௘：拘束応力 

𝜀ఏ：鋼製リングの円周方向ひずみ 

𝐸௦：鋼製リングの弾性係数 

𝑡：鋼製リングの厚み 

𝑅：鋼製リングの内半径 

2.5 引張ひずみ 

 本研究グループでは，リング拘束加熱試験を用いた場

合，平面応力状態を仮定し爆裂メカニズムとして熱応力

による引張ひずみ破壊モデルを提案し，爆裂指標として

用いた 8)。以下の式(2)～(4)によって引張ひずみを算出し

た。 

 

𝜎௥௘ି௦ ൌ 𝜎௫ି௦ ൌ 𝜎௬ି௦ (2) 

𝜏௫௬ି௦ ൌ 0 (3) 

      𝜀௭ ൌ 𝜈௦൫𝜎௫ି௦ ൅ 𝜎௬ି௦൯/𝐸௠ሺ𝑇௦ሻ (4) 

 

𝜎௥௘ି௦：拘束応力 

𝜎௫ି௦，𝜎௬ି௦：X，Y 方向の拘束応力 

𝜏௫௬ି௦：せん断応力 

𝜀௭：引張ひずみ 

𝑇௦：内部温度 

𝐸௠ሺ𝑇௦ሻ：内部温度における残存弾性係数 

𝜈௦：見かけのポアソン比 

 

既報より，ポアソン比は 0.2 とした 7)。残存弾性係数は

既往の研究より，図—3に示す弾性係数残存比と加熱温度

の関係を用いた 9)。また，常温時における各材齢の弾性

係数は実験値を用いた(後述)。 

2.6 爆裂規模の評価方法 9) 

 加熱試験終了後の供試体の加熱面の状況より，コンク

リートの爆裂規模のグレーディングを行った。表-2に爆

裂規模のグレーディング指標を示す。加熱試験後の供試

体の加熱面を対象に，爆裂深さを測定して，最も大きな

欠損深さを最大爆裂深さ(𝐷௠௔௫ )とした。爆裂面積率(𝐴௦ )

と爆裂容積率(𝑉௦௣ )の計算方法は以下の式(5)(6)の通りと

した。 

 

𝐴௦ ൌ 𝑁௜/𝑁                        (5) 

𝑉௦௣ ൌ ∑𝐷௜ ሺ𝑁 ൈ 𝐻ሻ⁄                  (6) 

 

𝑁௜：欠損深さが 0 より大きい測定点数 

𝑁：測定点数(148 点) 

∑𝐷௜：合計欠損深さ(mm) 

 

図—1 リング拘束供試体概要図 

 

 

図—2 加熱試験 

 

 

図—3 残存弾性係数比と温度 9) 
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𝐻：供試体高さ(mm) 

 

図—4 圧縮強度，弾性係数，表面含水率と材齢 

 

3. 実験結果および考察 

3.1 圧縮強度・弾性係数・表面含水率の材齢による変化 

 図—4 に PCM における圧縮強度と弾性係数および表面

含水率の経時変化を示す。材齢進行とともに，圧縮強度

と弾性係数が増加しそれぞれ，材齢 43 日で 63MPa と

30.8GPa であった。表面含水率は低下し，材齢 3 日の

7.64％から材齢 42日には 7.21％に低下した。本実験では，

封緘養生を実施した。これにより，セメントの水和反応

が進行し，自由水が減少し表面含水率は低下したと考え

られる。 

3.2 供試体加熱面状況及び爆裂性状 

 図—5 に PCM 供試体の加熱試験終了後の供試体加熱面

の損傷状況を示す。すべての材齢で爆裂が生じた。最初

の爆裂が発生した時刻は材齢 3 日からそれぞれ 1 分 28

秒，1 分 10 秒，1 分 40 秒，2 分 21 秒であり，材齢 3 日

は 15 分 20 秒，材齢 7 日は 29 分 50 秒の段階で激しい爆

裂が生じ，この時点で加熱試験を終了した。特に，材齢

3，7，14 日では，最大爆裂深さは 19.4mm と 7.5mm およ

び 18.4mm であった。材齢 42 日では 4.6mm であった。

材齢 7 日は熱変形によって加熱の影響を受けていない部

分が押し出された結果，上面に加熱中に 20mm の深さで
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表—2 爆裂規模のグレーディング指標 

Grade 指標 1：最大爆裂深さ 指標２：爆裂面積率 指標３：爆裂容積率 

A 爆裂無し、ひび割れ無し 

B 爆裂はないが、亀甲状のひび割れあり 

C 10mm 未満 総面積の 10%未満 総容積の 10%未満 

D 10～30mm 未満 総面積の 10～50％未満 総容積の 10～20％未満 

E 30mm 以上 総面積の 50%以上 総容積の 20%以上 

 

        

19.4 mm           7.5mm      20mm(はく離深さ)      18.4mm        4.6mm         

a) 3 日      b）7 日(加熱面)   c) 7 日(上面)      d）14 日        e) 42 日 

図－5 加熱面と材齢 7日供試体上面の損傷状況(上段は最大爆裂深さを示す。) 

 

表—3 爆裂グレーディング結果 

  指標 1 指標 2 指標 3 グレード 

材齢 
最大爆裂 

深さ 

爆裂 

面積率 

爆裂 

容積率 
指標 1 指標 2 指標 3 

（日） (mm) (%) (%)       

3 19.4 95.3 25.6 D E D 

7 7.5 79.7 7.2 C E C 

14 18.4 100 23.2 D E D 

42 4.6 37.2 4.2 C D C 
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はく離が生じた。表—3に爆裂評価の結果を示す。 

指標 1：最大爆裂深さについて材齢 3，14 日は爆裂深

さが 20mm 程度であり評価が D となった。材齢 42 日で

は，4.6mm であり評価は C となった。指標 2：爆裂面積

率では，材齢 3～14 日まで E 評価となったが，材齢 42 日

で D 評価となった。指標 3：爆裂容積率は材齢 3，14 日

で D 評価となり，材齢 42 日では C となった。材齢の経

過とともに，爆裂規模が小さくなる傾向となった。これ

は，PCM の圧縮強度の変化が影響していると考えられる。

考察の詳細は，後述する引張ひずみの項目で説明する。 

3.3 内部温度の経時変化 

 図—6 に内部温度の経時変化を示す。PCM は全ての材

齢で爆裂が生じた。内部温度の傾向を下記に示す。炉内

温度は，加熱の開始とともに低下し 800℃程度で一定と

なった。各材齢ともに，加熱面に近い 5mm 位置から熱伝

導によって内部温度が上昇していることがわかる。内部

温度が急激な増減を生じる時間が確認できるが，これは

爆裂によってコンクリート加熱面がはく離し，熱電対が

炉内に曝されたことが考えられる。炉内温度も急激な温

度低下を示す時間がある。 

これは，爆裂によって，コンクリート内部の水分が急

激に蒸発し蒸発潜熱によって，温度が低下したことに起

因すると考えられる。材齢 3 日の供試体では 5mm 位置

の温度の上昇速度がその他の材齢よりも大きく，爆裂の

規模が大きいことがわかる。材齢 3 日供試体は爆裂の衝

撃によって，供試体が損傷し移動したため加熱 15 分で

試験を中止した。その他に材齢では爆裂が生じているが，

試験体の移動が生じなかったため，30 分間加熱を実施し

た。 

3.4 拘束応力の経時変化 

 図—7に拘束応力の経時変化を示す。全体の傾向として，

加熱面モルタルの熱膨張変形をリングが拘束することで

リングに引張ひずみが生じることから，拘束応力が生じ

ていることがわかる。拘束応力が急激に減少し，その後

また増加を示している時間が確認できる。これは，爆裂

に発生によって，断面欠損が生じ拘束応力の解放が生じ，

その後，加熱によって熱膨張が生じていることに起因す

ると考えられる。最大爆裂深さが 4.3mm で断面欠損が少

ない材齢 42 日供試体の 5mm 位置のおける拘束応力の最

大値は 7MPa 程度であった。 

3.5 水蒸気圧の経時変化 

図—8に水蒸気圧の経時変化を示す。全体の傾向として，

加熱に伴い，加熱面の近い 5，10mm 位置から水蒸気圧の

上昇が確認できる。その後，爆裂の発生とともに，急激

    

a)3 日          b)7 日          c)14 日         d)42 日 

図—6 内部温度 

      

a)3 日                   b)7 日                  c)14 日                 d)42 日 

図—7 拘束応力 

    

a)3 日                   b)7 日                    c)14 日                 d)42 日 

図—8 水蒸気圧 
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に値が低下することが確認できる。一方，25，40mm 位

置では，材齢 3 日，7 日では 5，10mm 位置と同程度の勾

配であったが，材齢 14 日，42 日では水蒸気圧が緩やか

に上昇した。また、材齢 7 日では，40mm 位置において

水蒸気圧の最大値が 10MPa を超えるなど他の材齢とは

異なる挙動を示した。これは，加熱に伴い自由水に起因

する水分溜りが加熱面から上部に移動すること，セメン

ト水和生成物の脱水物分解によって，水分が供給される

ことにより，水蒸気圧が高い状態を保持する傾向となっ

たと考えられる。加えて，ポリマーの混入によるポリマ

ーフィルムの形成 3)によって，水分移動が阻害されるこ

とも影響として考えられる。その後，内部ひび割れの発

生とともに，水蒸気圧が緩やかに低下するものと考えら

れる。 

3.6 水蒸気圧および拘束応力と内部温度との関係(5mm) 

 図-9 に各供試体の 5mm 位置での拘束応力と水蒸気圧

と内部温度の関係を示す。併せて，飽和水蒸気圧曲線(以

下，SVP)を示す。Ichikawa ら 10)は，SVP 曲線の左側を過

飽和領域，右側を不飽和領域としている。全体の傾向は

下記のとおりである。内部温度の上昇に伴い拘束応力が

上昇した後，拘束応力の上昇速度が緩やかになっている

点が確認できる。例えば,材齢 42 日では 100℃付近がそ

の点にあたる。この時点で，内部でマイクロクラックが

生じていると考えられる。併せて，加熱に伴い，水蒸気

圧が上昇する。拘束応力によって生じるマイクロクラッ

クに，水蒸気圧が作用することで爆裂が生じると考えら

れる。図—10に 5mm 位置における爆裂が生じた時の内部

温度と拘束応力および水蒸気圧をまとめた。爆裂が生じ

た温度は，153～227℃の領域であった。拘束応力と水蒸

気圧の範囲は，それぞれ 3～5.5MPa と 3.4～5.5MPa であ

った。 

3.7 各材齢における爆裂進行速度 

図—11，表—4 に各材齢における爆裂深さの加熱時間と

の関係と爆裂進行速度を示す。ここでは，爆裂音と供試

体内部に設置したK型熱電対が急激に変化する時間およ

び加熱試験後の最大爆裂深さをもとに，爆裂深さの経時

変化を求めた。 

各材齢ともに加熱時間の経過ともに，爆裂が進行して

いることがわかる。その結果をもとに，爆裂進行速度を

求めた。その結果，爆裂進行速度は 1.07～2.53mm／min

の範囲であった。一方，既往研究 11)では材齢 60 日で

RABT30 加熱曲線を用いて PCM のリング試験結果より，

爆裂進行速度を求めると 3.23mm/min となった。本実験

結果は既往の研究よりも，爆裂進行速度は小さい。これ

は，今回の実験で加熱の際に用いた電気炉は加熱初期の

炉内温度は高いため，最初の爆裂発生は 2 分程度であっ

た。一方で，出力がガス炉に比べて小さく，その後の爆

裂進展速度はガス炉よりも小さくなったと考えられる。 

3.8 限界引張ひずみと材齢の関係 

 図—12 に最初の爆裂発生時のひずみである限界引張ひ

ずみと材齢の関係を示す。ここでは，加熱面から 5mm 位

置における拘束応力から引張ひずみを算出した。併せて，

既往研究 3)の結果を示す。 

限界引張ひずみは材齢の経過とともに大きくなり 44

～98μ の範囲であった。既往の知見では，見かけのポア

ソン比が 0.15 から 0.3 の値を用いているが，本研究では 

    

a)3 日                   b)7 日                   c)14 日                     d)42 日 

図—9  水蒸気圧および拘束応力と内部温度との関係(5mm) 

      

図—10 水蒸気圧および拘束応力と内部温度 図‐11 爆裂深さの経時変化  
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表—4 爆裂進行速度 

材齢(日) 
爆裂進行速度 

(mm/min) 

3 1.07 

7 2.53 

14 1.12 

42 1.95 

6011） 3.23 
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図—12 限界引張ひずみと材齢の関係 

 

 

図—13 限界引張ひずみと最大爆裂深さの関係 

 

0.2 を用いており，ほぼ既往の研究の範囲と同程度となっ

た。 

図—13 に限界引張ひずみと最大爆裂深さの関係を示す。

最大爆裂深さは材齢 7 日を除いて，若材齢ほど大きい傾

向を示した。一方で，限界引張ひずみは，材齢の進行と

ともに，大きくなる傾向を示した。引張ひずみが大きく

なることは，爆裂が生じにくくなることを意味しており，

若材齢ほど，爆裂しやすい傾向にある。加えて材齢 3 日

は加熱時間が 15min であり，ほかの供試体よりも短かっ

たため，30min 加熱であればより爆裂が進行したと予想

される。 

 

4. まとめ 

 本研究ではポリマーセメントモルタルの若材齢期にお

ける爆裂リスクを評価した。本研究で得られた知見を以

下に示す。 

1) 本研究で対象としたポリマーセメントモルタルは，

若材齢期ほど，爆裂規模が大きくなる可能性がある

ことがわかった 

2) 爆裂発生時の拘束応力と水蒸気圧の範囲は，それぞ

れ 3～5.5MPa と 3.4～5.5MPa であった。 

3) PCM の若材齢期における爆裂進行速度は 1.07～

2.53mm／min の範囲であった。 

4) 若材齢期の最大爆裂深さおよび限界引張ひずみの

関係より，引張ひずみが高いほど爆裂リスクは低い

傾向にあることが分かった。 
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